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• 宿泊飲食業は給与住宅率（社宅）との関係が強く、給与住宅率は自殺率上昇に影響をあたえている可能性が示された。

• リーマンショックの経済危機時に比べ、コロナ禍での自殺率上昇に対する失業率の影響は小さかった。コロナ禍では国の支援策に従業
員を解雇しないことを条件づける内容が多かったため、見かけ上の失業は少なかったものの、休業となり住居も失う危機感が重なったこ
とで自殺率上昇に影響した可能性があったと考えられる。

• 先行研究において女性の自殺率上昇との強い関係が明らかとなった宿泊・飲食業就業率であるが、高値の市区町村であっても農業
就業率も高い自治体では、自殺率上昇への影響が緩和されている可能性が示された。

• 自殺率上昇の地域差は産業構造の差異によってある程度説明できるものの、異なる産業が混在している地域では影響が相殺される
ことが明らかとなった。その精査は今後の課題である。
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